
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 平成27年５月20日

【事業年度】 第99期（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

【会社名】 株式会社金沢名鉄丸越百貨店

【英訳名】 Kanazawa Meitetsu Marukoshi Department Store Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　利光　克仁

【本店の所在の場所】 金沢市武蔵町15番１号

【電話番号】 (076)260-1111（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理部長　　大島　秀一

【最寄りの連絡場所】 金沢市武蔵町15番１号

【電話番号】 (076)260-1111（代表）

【事務連絡者氏名】 経営管理部財務担当課長　　岡野　博文

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社金沢名鉄丸越百貨店(E03031)

有価証券報告書

 1/53



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期

決算年月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月

売上高 （千円） 16,540,599 16,251,381 16,038,877 15,615,432 14,897,688

経常利益 （千円） 10,241 24,565 12,436 55,474 67,634

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △75,692 △9,162 △69,238 28,402 46,820

持分法を適用した場合の投資

損失（△）
（千円） △4,131 △6,895 △12,250 △4,195 △7,143

資本金 （千円） 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 （株）      

普通株式  15,840,000 15,840,000 15,840,000 15,840,000 15,840,000

優先株式  10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

純資産額 （千円） 799,483 881,391 818,812 843,774 901,583

総資産額 （千円） 7,828,929 7,632,444 7,390,682 7,265,635 7,328,684

１株当たり純資産額 （円） △75.79 △70.61 △74.56 △72.99 △69.34

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（内１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）
（円） △2.92 △0.35 △2.67 1.09 1.81

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － 0.50 0.83

自己資本比率 （％） 10.2 11.5 11.0 11.6 12.3

自己資本利益率 （％） － － － 3.3 5.1

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 287,451 192,604 343,461 268,718 336,380

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △83,758 △143,925 △116,197 △234,850 △287,257

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △312,041 △49,556 △227,280 △36,397 △15,552

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 59,919 59,041 59,026 56,496 90,066

従業員数
（人）

239 233 228 219 217

（外、平均臨時雇用者数） (52) (52) (52) (47) (54)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。また、売上高は商品売上高を記載しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在しますが、第98期及び第99期以外は１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

４．第95期から第97期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．当社は配当をしていないため、配当性向については記載しておりません。

６．1株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を期末発行済普通株式数で

除して計算しております。
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２【沿革】

㈱金沢名鉄丸越百貨店

　当社（昭和23年１月16日設立、旧商号名鉄丸越商事株式会社）は旧商号株式会社金沢名鉄丸越百貨店と昭和58年　

９月１日に合併、同時に当社はその商号を株式会社金沢名鉄丸越百貨店に変更し、今日に至っております。

昭和19年４月 軍需品の生産販売を目的とした大和航器株式会社（資本金2,500千円）を設立し、同時に株式会

社大和より武蔵店を譲り受け、軍需工場として営業開始。

本店所在地　石川県金沢市尾張町２丁目１番10号

昭和21年10月 株式会社大和ビルディングと商号変更。同時に貸室賃貸業を営む。

昭和27年９月 株式会社武蔵と商号変更。

昭和28年９月 株式会社丸越と商号変更。

昭和37年５月 株式会社名鉄百貨店、名古屋鉄道株式会社と資本提携。

昭和48年８月 株式会社金沢名鉄丸越百貨店（被合併会社）と商号変更。

昭和48年10月 金沢市武蔵町に金沢スカイビルが完成、核店舗として入居し、営業を開始。

同時に本店所在地を石川県金沢市武蔵町15番１号に変更。

昭和57年６月 ㈱スカイビル駐車場を資本金50,000千円で設立。

昭和58年９月 名鉄丸越商事株式会社を存続会社として合併、同時に株式会社金沢名鉄丸越百貨店と商号変更。

昭和60年10月 売場面積の増床を目的とし、ジャスコ株式会社より金沢スカイビル内店舗を買受け、同時に全店

の売場を改装。

平成４年12月 ㈱名鉄五番街を資本金100,000千円で設立。

平成13年２月 ㈱スカイビル駐車場は㈱金沢名鉄丸越百貨店の完全子会社（100％）となる。

平成13年２月 ㈱名鉄五番街は㈱金沢名鉄丸越百貨店の完全子会社（100％）となる。

平成14年４月 ㈱金沢名鉄丸越百貨店のスカイビル運営一体化に伴う改装工事が竣工、店舗名を「めいてつ・エ

ムザ」としてオープン、売場総面積32,015平方メートル。

平成14年５月 名古屋鉄道㈱を引受先とした第三者割当増資4,800千株（1,008,000千円）を実施。

平成16年８月 ㈱金沢名鉄丸越百貨店はリファーレ館事業部を廃止。（売場総面積 30,383平方メートル）

㈱名鉄五番街及び㈱スカイビル駐車場が解散を決議。

平成18年９月 上層階(4階から7階、主に紳士服・リビング)の改装工事が竣工、オープン。

平成19年２月 名古屋鉄道㈱を引受先とした優先株式による第三者割当増資10,000千株(2,000,000千円)を実

施。

平成21年２月 地階食品フロアを改装し、エムザ食品館としてオープン。

平成26年11月 １階に地元名産品のセレクトショップ黒門小路を新設。
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３【事業の内容】

　　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、名古屋鉄道株式会社グループの中にあって、当社及び子会社１社

　並びに関連会社２社で構成され、当社は、百貨店業を行っております。

　関連会社㈱めいてつカスタマーサービスは、割賦販売法による前払式特定取引業等を営んでおります。関連会社

㈱武蔵開発は当社に建物を賃貸し、また、子会社金沢スカイビル管理組合は当社建物の維持、管理をしておりま

す。

　なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

［事業系統図］

　当社グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

 

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有又は
被所有割合（％）

関係内容

（親会社）

名古屋鉄道㈱（注１）

愛知県名古屋市

中村区
88,863,525

鉄軌道事業

土地建物事業
（被所有）80.0 役員の兼任等　有

（関連会社）

㈱武蔵開発
石川県金沢市 50,000

百貨店業

（百貨店業を行っ

ている当社への不

動産賃貸業）

25.0

当社に建物の賃貸

を行っている。

役員の兼任等　有

㈱めいてつカスタマー

サービス

 

愛知県名古屋市

中村区
50,000

百貨店業

（割賦販売法によ

る前払式特定取引

業、クレジット取

扱業務）

21.0

当社商品との引換

金取引等を行って

いる。

役員の兼任等　有

 （注１）有価証券報告書の提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年２月28日現在
 

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

217（54） 39.0 14.3 3,047

　（注）１．従業員数は就業人員であり、従業員数の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　　　　２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　　　　３．なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
 

(2）労働組合の状況

　当社には、金沢名鉄丸越百貨店労働組合があり、組合員数は159名（平成27年２月28日現在）で、上部団体とし

ては、ＵＡゼンセン及び名鉄労連に加盟しております。また、現在懸案中の問題はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業　績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和政策を背景に企業業績の回復や株価

の上昇、雇用環境の改善、インバウンド需要の増加など、大都市部を中心に景気回復の兆しが見えてまいりまし

た。一方で、人口減少の進む地方では、4月の消費増税により冷え込んだ消費は未だ本格的な回復に至らず、加え

て円安による輸入原材料の値上がりによる生活物価の上昇もあり、個人消費を中心に景気の先行きは依然として

不透明な状況が続いております。

百貨店業界におきましては、消費増税前には駆け込み需要として美術・宝飾品をはじめとした高額商品の販売

が好調に推移したものの、増税後はその反動が顕著に見られ、特に地方百貨店においては消費回復の遅れが長期

化するなど厳しい状況でした。

このような状況のもと、当社は「地元・金沢の百貨店として、地域の皆様の人生をより豊かにすること」を使

命に掲げ、この使命を果たすために全員でチャレンジしてまいりました。

営業面では、3月に消費増税前の駆け込み需要喚起策として、「高額商品」や「まとめ買い」の催事を毎週開

催したほか、分割払いやボーナス一括払いキャンペーンなどにより駆け込み需要を取り込みました。一方、増税

後には生活応援クーポンを配布するなどの買い控え対策を実施いたしました。また、文化催事として「レゴブ

ロックで作った世界遺産展」、「大トリックアート展」、「ディズニー夢と魔法の90年展」などを開催し集客に

努めました。

店舗施設面では、9月に3階婦人服売場に「快適なお買物空間」をコンセプトに「ルミナスクローゼット」を新

設し、地階食料品売場では北陸初出店となる「富澤商店」を導入したほか、酒売場、薬品売場も順次一新いたし

ました。

また、平成27年3月の北陸新幹線金沢開業を控え、11月に地元名産品のセレクトショップ「黒門小路」を1階に

新設したほか、地階「北陸ごちそう広場食堂街」の改装など、観光客の増加を見越した売場づくりを行いまし

た。更には、訪日外国人の増加や免税品目の拡充を受け、免税手続カウンターを「黒門小路」内に移設し利便性

を高めたほか、観光情報スペースや無料Wi-Fiスポットの新設など金沢の魅力発信にも取り組みました。

一方で、より強靭な経営体質を目指し、要員の合理化や一部店舗の賃貸化など経営合理化も推進致しました。

以上の結果、当期の商品売上高は、営業時間の短縮や大規模改装により売場面積の減少を余儀なくされたこと

もあり、14,897百万円（前年同期比4.6％減）となりましたが、営業利益は64百万円（前年同期比1.6％増）、経

常利益は67百万円（前年同期比21.9％増）、当期純利益は46百万円（前年同期比64.8％増）といずれも増益とす

ることができました。

 

　なお、当社の事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、商品別売上高について記載し

ております。

商品別 売上高（千円） 構成比 前期比

衣料品 4,921,259 33.0％ 93.3％

身回品 1,480,104 9.9％ 91.7％

雑貨 2,142,702 14.4％ 98.3％

家庭用品 614,208 4.1％ 94.5％

食料品 5,157,301 34.7％ 96.7％

食堂・喫茶 459,451 3.1％ 102.2％

サービスその他 122,663 0.8％ 103.8％

合計 14,897,688 100.0％ 95.4％

　（注）売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ33,570千円

増の90,066千円となりました。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動によって得られた資金は336,380千円となりました。これは、税引前当期純利益が47,787千円、工

事負担金等受入額261,716千円、固定資産圧縮損179,473千円、減価償却費315,622千円、固定資産除却損

39,961千円を計上したことに加え、たな卸資産が68,640千円、未払消費税等が10,271千円、仕入債務が31,996

千円減少したこと等によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動に使用した資金は287,257千円となりました。これは、有形固定資産取得に501,609千円の支出をし

ましたが、工事負担金等受入額で216,232千円の収入を得たこと等によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動によって使用した資金は15,552千円となりました。これは、短期借入金が51,652千円増加し、長期

借入金を58,000千円、リース債務を9,204千円を返済したことによるものです。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績及び受注状況

　当社においては、百貨店業を行っており、生産及び受注について該当事項はありません。

(2）販売実績

　当事業年度の販売実績は、「１　業績等の概要（1）業績」に記載の商品別売上高のとおりであります。

３【対処すべき課題】

わが国経済は、過去２年以上推進してきたアベノミクス効果により明るい兆しが見受けられる一方で、長期的に

は人口減少や少子高齢化社会の進展による需要の縮小が予想されます。このような状況下、政府は今年を「地方創

生元年」と位置付け、地方の人口減少対策や活性化を支援する体制を整えました。当地域では、本年3月に北陸新幹

線金沢開業を迎え、競合の進出や業態を超えた競争の激化が見込まれる一方、首都圏からの観光客の大幅な増加が

期待されるところです。

このような中、当社は平成27年度から平成29年度の3ヶ年中期経営計画「かがやき70」を策定いたしました。当社

の主要顧客である会員様や地元のお客様に加え、北陸新幹線で来訪する観光客も取り込むことで、成長軌道に乗せ

ることを基本方針としています。その重点施策といたしまして、①めいてつ・エムザの使命を果たすための「5つの

こだわり」を真摯に実践すること、②顧客動向の変化を見極めスピーディーに対応すること、③カード会員の拡

大、④黒門小路の販売力・商品力・情報発信力の強化、⑤安全・防災体制の推進・強化、⑥組織・人材の強化、を

掲げております。

これらの施策を着実に実行することにより、地域の皆様に末永く信頼され、愛される会社を目指してまいりま

す。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなものがありま

す。

　当社では、これらのリスクが発生する可能性を十分に認識し、未然に回避することに最大限努めるとともに、発　

生した場合の的確な対応について随時見直しを行っております。

　なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断しているものでありますが、将来

の業績や財務状況に与えるリスクや不確実性はこれらに限定されるものではなく、全てのリスクを網羅的に記述する

ものではありません。

（1）需要動向について

　　当社が行っている百貨店業は、事業展開するにあたり、気象状況や景気動向等の経済情勢、同業・異業態の小　

売業他社との競争状況等の影響を受けます。これらの要因により、当社の業績や財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

（2）公的規制について

　　当社は事業展開するにあたり、独占禁止、消費者、租税、環境・リサイクル関連等の法規制の適用を受けてお　

ります。これらの規制を遵守できなかった場合、活動が規制される可能性や費用の増加につながる可能性があり　

ます。また、消費税増税により個人消費が大きく低迷するおそれがあります。従って、これらの規制は、当社の業

績や財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（3）自然災害・事故・感染症等について

　　当社が行っている百貨店業は、店舗による事業展開を行っているため、自然災害・事故・新型インフルエンザ等

の感染症の発生等により、店舗での営業継続に悪影響をきたす可能性があります。特に、火災については、消防法

に基づいた火災発生の防止を徹底して行っています。しかし、店舗において火災が発生した場合、消防法による規

制や被害者に対する損害賠償責任、従業員の罹災による人的資源の喪失、建物等固定資産や棚卸資産への被害等、

当社の業績や財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。また、地震について発生時の対応に取組んでおります

が、電力の使用制限や物流の停滞などにより営業活動に支障が生ずる場合があり、当社の業績や財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

（4）商品取引について

　　当社は一般消費者向け取引を行っています。欠陥商品や食中毒を引き起こす商品等、瑕疵ある商品を販売した場

合、営業を一定期間停止せざるを得ない状況となる可能性があるとともに、著作権侵害、製造物責任および債務不

履行による損害賠償責任等による費用が発生する場合があります。更に、消費者からの信用失墜による売上高の減

少等、当社の業績や財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（5）顧客情報の流出について

　　百貨店業では、膨大な顧客の個人情報を保有・処理しています。当社は、これらの個人情報の管理には社内管　

理体制を整備して、厳重に行っておりますが、外部に漏洩した場合、顧客個人等への損害賠償による費用の発生

や、当社の社会的信用の失墜による売上高の減少等が考えられ、当社の業績や財務状況に悪影響を及ぼす可能性　

があります。

（6）継続企業の前提に関する事象に係るもの

　　当社は、第91期に固定資産の減損損失、第92期には商品券及びポイントカード等について引当金を計上したこと

などにより、利益剰余金がマイナスとなっております。その結果、株主資本の合計額がマイナスとなっておりま

す。

　　当該事象又は状況を解消するための対応策については、「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析　（5）継続企業の前提に関する事象等について」に記載のとおりであります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されておりま

す。財務諸表の作成にあたっては、貸倒引当金、退職給付引当金等の計上について見積り計算を行っており、その概

要については、「第５　経理の状況　１.財務諸表等　 (1) 財務諸表 重要な会計方針」に記載しております。

（2）財政状態の分析

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は1,293,951千円（前期末1,325,058千円）となり、31,107千円減少しまし

た。主な要因は、現金が32,570千円、その他が22,758千円増加したものの、商品が72,120千円、前払費用が10,064千

円減少したこと等によるものであります。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は、6,034,732千円（前期末は5,940,576千円）となり、94,155千円増加して

おります。主な要因として、有形固定資産が、新規取得などにより54,433千円増加したことに加え、株価の上昇によ

り投資有価証券が10,484千円増加し、投資その他の資産のその他が29,220千円増加したこと等によるものです。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は、5,123,126千円（前期末は5,058,518千円）となり、64,608千円増加しま

した。主な要因は、支払手形が63,062千円増加したこと等によるものです。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は、1,303,973千円（前期末は1,363,342千円）となり、59,368千円減少いた

しました。主な要因は、長期借入金を一年内返済予定の長期借入金へ振替えたことなどにより58,000千円減少したこ

と等によるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は、901,583千円（前期末は843,774千円）となり、57,809千円増加しました。

その要因は、当期純利益を46,820千円計上したことに加え、その他有価証券評価差額金が10,989千円増加したことに

よるものです。

（3）キャッシュ・フローの分析

当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１　業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」をご

参照ください。

　　（4）経営成績の分析

当事業年度における経営成績の概況については、「１　業績等の概要（1）業績」をご参照ください。

　（5）継続企業の前提に関する事象等について

当社は、平成27年度を初年度とする３ヶ年中期経営計画「かがやき70」を策定いたしました。

当社の主要顧客である会員様・地元のお客様に加え、この度開業した北陸新幹線で来訪する観光客や訪日外国人客

にもご利用いただくことで、成長軌道に乗せることを基本方針としております。

今後この計画に基づいて収益力の向上、経費の効率化等を推進することにより、財務状況を改善し長期的に存続、

発展できるよう努めてまいります。

これらの対策によって継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 

　　　当社では、当事業年度で589,572千円の設備投資を実施いたしました。

　　　その内容は、黒門小路の新設、化粧品、婦人服、子供服、食品売場の改装並びに店内設備の整備によるものです。

　　　なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

（平成27年２月28日現在）
 

事業所名（所在地）
事業部門別
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

めいてつ・エムザ

（石川県金沢市）
百貨店業

店舗・

物流センター
1,824,749 198,225

3,786,705

（12,316）
26,436 5,836,117

217

（54）

　（注）１．従業員欄の（外書）は臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．上記のほかその他の者からの主要な賃借設備の内容は下記のとおりであります。

事業所名（所在地）
めいてつ・エムザ
（石川県金沢市）

名鉄スカイパーキング
（石川県金沢市）

事業部門別の名称 百貨店業 百貨店業

設備の内容 販売設備 駐車設備

物件 本館 駐車場

賃借先 ㈱武蔵開発 ㈱名鉄プロパティ

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,360,000

優先株式 20,000,000

計 63,360,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,840,000 15,840,000 非上場

当社は単元株制度は採

用しておりません。

内容の詳細は（注）１

をご参照ください。

優先株式 10,000,000 10,000,000 非上場

当社は単元株制度は採

用しておりません。

内容の詳細は（注）２

をご参照ください。

計 25,840,000 25,840,000 　－  －

 （注）１　　　普通株式は完全な議決権を有し、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　　　優先株式の内容は以下のとおりであります。

(1) 残余財産の分配

(イ) 当社の残余財産を分配するときは、優先株式の株主に対し普通株式の株主に先立ち、その優先

株式１株につき200円を限度として分配を行います。

(ロ) 優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余財産に対しては、分配を受ける権利を

有しません。

(2) 配当金

　当社は、優先株式の株主に対し、剰余金の配当を行うときは、普通株式の株主と同順位にて配当

を行い、優先株式１株につき、普通株式１株につき支払う配当金と同額を支払います。

(3) 議決権

　優先株式の株主は、その所有する優先株式については、株主総会における議決権を有しません。

(4) 強制取得

　当社は、平成29年３月１日以降いつでも、取締役会の決議によって定める日に、優先株式の株主

の意思に関わらず、優先株式の全部または一部を取得することができます。優先株式の一部を取

得するときは、抽選その他の方法によりこれを決定します。

　当社は、優先株式を取得するのと引き換えに、優先株式１株につき200円を交付します。

(5) 金銭を対価とする取得請求権

　優先株式の株主は、平成29年３月１日以降、毎年９月１日から９月30日までの期間において、当

社に対して金銭と引き換えに、優先株式の全部または一部を取得請求することができます。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合はこのかぎりではありません。

① 当社が優先株式の取得と引き換えに交付する金銭の額が、会社法第461条第２項に定める分配

可能額を超えることとなる場合

② 当社が当該事業年度中の優先株式の取得と引き換えに交付する金額が、直前の事業年度末日に

おける当社の利益剰余金の２分の１を超えることとなる場合

　当社は、優先株式を取得するのと引き換えに、優先株式１株につき200円を交付します。
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(6) 普通株式を対価とする取得請求権

　優先株式の株主は、平成29年３月１日以降、転換を請求しうる期間中、当社に対して普通株式と

引き換えに優先株式の全部または一部を取得することを請求することができます。

(イ）当初転換価額

　平成29年３月１日から平成39年２月末日までに請求がなされた場合の転換価額は50円です。

(ロ）転換価額の修正

　平成39年３月１日以降に請求がなされた場合の転換価額は、毎年３月１日（転換価額修正日）

における当社の普通株式の１株あたりの時価に修正されるものとします。

　この場合、時価とは、転換価額修正日における時価純資産価額、または取引相場がある場合に

は直近の当社の普通株式の取引価額を指すものとします。

(7）会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(8）議決権を有しないこととしている理由

　資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日

 （注）
－ 25,840 △1,956,000 100,000 △1,000,000 －

（注）　平成22年５月26日開催の定時株主総会の決議に基づき、平成22年７月１日付けで資本金を1,956,000千円、
資本準備金を1,000,000千円それぞれ減少し、欠損てん補しております。

 

（６）【所有者別状況】

 　　　①　普通株式

（平成27年２月28日現在）
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 合計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 13 3 84 － － 590 690 －

所有株式数

（株）
－ 1,540,665 34,848 13,310,657 － － 953,830 15,840,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ 9.73 0.22 84.03 － － 6.02 100.00 －

 
　　　②　優先株式

（平成27年２月28日現在）
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 合計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ － － 1 － － － 1 －

所有株式数

（株）
－ － － 10,000,000 － － － 10,000,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ － － 100.00 － － － 100.00 －

 

EDINET提出書類

株式会社金沢名鉄丸越百貨店(E03031)

有価証券報告書

11/53



（７）【大株主の状況】

 

  （平成27年２月28日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

名古屋鉄道㈱ 愛知県名古屋市中村区名駅１丁目２番４号 22,680 87.77

㈱北國銀行 石川県金沢市広岡２丁目12番６号 642 2.48

金沢信用金庫 石川県金沢市南町１番１号 200 0.77

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱
東京都中央区晴海１丁目８番11号 150 0.58

カナカン㈱ 石川県金沢市袋町３番８号 149 0.57

林屋　春作 石川県金沢市 100 0.38

損害保険ジャパン日本興亜㈱ 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 100 0.38

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 80 0.30

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 80 0.30

日新火災海上保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台２丁目３番 80 0.30

計  － 24,262 93.89

 

  

　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は次のとおりであります。

  （平成27年２月28日現在）

氏名又は名称 住所
所有議決権数

（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

名古屋鉄道㈱ 愛知県名古屋市中村区名駅１丁目２番４号 12,680,294 80.05

㈱北國銀行 石川県金沢市広岡２丁目12番６号 642,225 4.05

金沢信用金庫 石川県金沢市南町１番１号 200,000 1.26

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱
東京都中央区晴海１丁目８番11号 150,000 0.94

カナカン㈱ 石川県金沢市袋町３番８号 149,700 0.94

林屋　春作 石川県金沢市 100,000 0.63

損害保険ジャパン日本興亜㈱ 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 100,000 0.63

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 80,000 0.50

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 80,000 0.50

日新火災海上保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台２丁目３番 80,000 0.50

計  － 14,262,219 90.03
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成27年２月28日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
優先株式

10,000,000
－ （注）

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

15,840,000
15,840,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 25,840,000 － －

総株主の議決権 － 15,840,000 －

　（注）優先株式の内容については、「第４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　（1）株式の総数等　② 発行済株式」

  　　 に記載のとおりであります。

 

②【自己株式等】

（平成27年２月28日現在）
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は、期末において年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　しかしながら、過去に減損会計の適用等による多額の損失を計上したことにより、未だ利益剰余金のマイナスを解

消するまでに至っておりません。

今後、分配可能な剰余金が計上でき次第、次年度以降の安定が図られると予想される段階で配当を実施いたしま

す。

　当社は、「毎年８月31日を基準日として取締役会の決議によって中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場であるため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社金沢名鉄丸越百貨店(E03031)

有価証券報告書

14/53



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
営業本部長 利光　克仁 昭和32年10月25日生

 
昭和55年４月 名古屋鉄道㈱入社

平成18年７月 同社広報宣伝部長

平成22年６月 名鉄産業㈱取締役

平成26年６月 同社常務取締役

平成27年５月 当社代表取締役社長営業本部長

（現任）
 

（注）３ ―

代表取締役

常務

店長・

店舗営業統括

部長

干場　勝信 昭和30年７月８日生

 
昭和53年３月 当社入社

平成11年６月 当社食品部ゼネラルマネージャー

平成21年３月 当社店舗営業副統括部長

平成21年５月 当社取締役店舗営業統括部長

平成23年５月 当社代表取締役常務店長・店舗営

業統括部長（現任）
 

（注）３
普通株式

1

常務

取締役

お得意様外商

統括部担当・

営業企画統括

部担当

堀　正樹 昭和28年11月12日生

 
昭和52年３月 当社入社

平成11年６月 当社紳士服部ゼネラルマネー

ジャー

平成22年４月 当社販売促進部長

平成22年５月

平成25年５月

当社取締役営業企画統括部長

当社常務取締役営業企画統括部

長・販売促進部長・お得意様外商

統括部担当

平成26年３月

 
平成27年５月

当社常務取締役営業企画統括部

長・お得意様外商統括部担当

当社常務取締役お得意様外商統括

部担当・営業企画統括部担当

（現任）
 

（注）３
普通株式

　1

取締役
副店長・

洋品雑貨部長
二口　豊一 昭和36年５月12日生

 
昭和59年３月 当社入社

平成16年５月 当社婦人服２部ゼネラルマネー

ジャー

平成24年４月 当社洋品雑貨メガストア部長兼婦

人服部長

平成25年５月 当社取締役副店長・洋品雑貨メガ

ストア部長・婦人服部長
 
平成26年３月 当社取締役副店長・洋品雑貨メガ

ストア部長・紳士宝飾部長

平成27年３月 当社取締役副店長・洋品雑貨部長

（現任）
 

（注）３
普通株式

　2

取締役

総務人事部

長・経営管理

部長

大島　秀一 昭和40年９月29日生

 
昭和63年４月 名古屋鉄道㈱入社

平成23年７月 当社総務人事部付部長

平成23年10月 当社経営管理部経営計画兼内部統

制兼財務担当部長

平成24年５月 当社経営管理部長

平成25年５月 当社役員待遇総務人事部長・経営

管理部長

平成26年５月 当社取締役総務人事部長・経営管

理部長（現任）
 

（注）３ ―

取締役  山本　亜土 昭和23年12月１日生

 
昭和46年４月 名古屋鉄道㈱入社

平成13年６月 同社取締役

平成16年６月 同社常務取締役

平成18年６月 同社専務取締役

平成20年６月 同社代表取締役副社長

平成21年６月 同社代表取締役社長（現任）

平成23年５月 当社取締役（現任）
 

（注）

１、３
―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  佐藤　健 昭和24年４月20日生

 
昭和47年４月 名古屋鉄道㈱入社

平成16年６月 ㈱串本海中公園センター代表取締

役社長

平成17年７月 名古屋鉄道㈱関連事業本部付部長

平成18年６月 濃飛乗合自動車㈱代表取締役社長

平成21年６月 宮城交通㈱代表取締役社長

平成23年６月 名古屋鉄道㈱専務取締役

㈱名鉄百貨店代表取締役副社長

平成24年５月 当社取締役（現任）

平成24年６月 ㈱名鉄百貨店代表取締役社長

（現任）
 

（注）３ ―

取締役  前田　純一 昭和31年１月９日生

 
昭和53年４月 日本銀行入行

平成16年７月 同行考査局審議役

平成17年７月 同行金融機構局審議役

平成18年８月 同行総務人事局長

平成21年３月 同行名古屋支店長

平成23年５月 ㈱北國銀行顧問

平成23年６月 同行専務取締役

平成24年４月 同行専務取締役経営管理部長兼法

務室長

平成24年５月

平成25年４月

当社取締役（現任）

㈱北國銀行専務取締役

平成25年６月 同行代表取締役専務（現任）
 

（注）

１、３
―

常勤監査役  長田　憲道 昭和29年10月31日生

 
昭和52年３月 当社入社

平成15年３月 当社総務人事部人事担当ゼネラル

マネージャー

平成22年４月 当社総務人事部総務・環境・保安

担当部長

平成22年５月

 
平成25年５月

当社取締役総務人事部長兼経営管

理部担当

当社常勤監査役（現任）
 

（注）４
普通株式

1

監査役  松林　孝美 昭和23年10月14日生

 
昭和46年４月 名古屋鉄道㈱入社

平成16年６月 同社取締役

平成17年６月 同社常務取締役

平成19年５月 当社監査役（現任）

平成19年６月 名古屋鉄道㈱専務取締役関連事業

本部長

平成21年６月 同社代表取締役副社長

平成26年６月 同社常任監査役（現任）
 

（注）

２、４
―

監査役  加藤　敏彦 昭和28年７月25日生

 
昭和51年４月 名古屋鉄道㈱入社

平成19年６月 同社取締役関連事業本部副本部長

兼監理部長

平成21年７月 同社取締役関連事業部長兼内部統

制担当

平成22年６月 北陸鉄道㈱代表取締役専務

平成23年６月 同社代表取締役社長（現任）

平成24年５月 当社監査役（現任）
 

（注）

２、４
―

    計  
普通株式

５

　（注）１．取締役　山本　亜土、前田　純一の両氏は社外取締役であります。

２．監査役　松林　孝美、加藤　敏彦の両氏は社外監査役であります。

３．平成27年５月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成25年５月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主利益の尊重とお客様からの信頼、及び地域社会への貢献を念頭に、法令を遵守し、社会規範に従

い、高い倫理観を持って行動するという企業行動の基本原則に基づき、経営環境の変化に迅速に対応できる組織　

体制と公正な経営組織を構築・維持し、株主の皆様をはじめ広く地域社会から信頼される経営を目指しておりま

す。

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

(イ) 経営管理機構

　　　当社は、取締役会及び監査役会により、業務執行の監督及び監査を行っております。

　　　現在取締役会は取締役８名（うち社外取締役２名）で構成され、経営の方針、法令で定められた事項及びその

他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関と位置づけ、運用を行っておりま

す。

監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、　

業務の分担等に従い、取締役会への出席や業務・財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っ　

ております。

　　　会計監査の適正さを確保するため、監査法人から監査役会及び取締役会が金融商品取引法に基づく会計監査の

報告を受けております。

　　　また、顧問弁護士には法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。

　(ロ) 業務執行体制

　　　当社は、常勤の取締役・監査役等から構成される常勤役員会をおき、取締役会の決議事項等についての事前審

議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で、経営の重要事項について審議しております。

　(ハ) 内部統制

　　　内部統制の整備・推進については、経営管理部内部統制担当が内部統制の整備や各部署の監督にあたる他、担

当取締役と連携し、法令遵守やリスクの予防に努め、その状況を定期的に検証するなど、コンプライアンスやリ

スク管理について体系的に取組んでおります。

　　　また、社内体制については十分な内部牽制が働くよう、経営管理部内部統制担当が窓口となり、親会社　名古

屋鉄道株式会社の指導や公認会計士の助言などにより、適宜見直しを行っております。

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　　社外取締役の山本亜土氏は当社の親会社である名古屋鉄道株式会社の代表取締役社長であり、社外監査役の松林

孝美氏は同じく当社の親会社である名古屋鉄道株式会社の常任監査役であります。

　　社外取締役前田純一氏は株式会社北國銀行の代表取締役専務であり、社外監査役加藤敏彦氏は北陸鉄道株式会社

の代表取締役社長であります。当社とそれぞれの会社との取引はいずれも定型的取引であって、各氏が直接利害関

係を有するものではありません。

　　当社においては、社外取締役及び社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準は定めてはおりま

せんが、客観的・中立的立場から、それぞれの専門知識・経験等を活かした社外的視点からの発言・監査を行って

いただけるよう、その独立性を重視しております。

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　　当事業年度において、３ヵ月ごとに開催の取締役会並びに週１回開催の常勤役員会で、経営の基本方針その他重

要事項を決定するとともに、業務の執行状況を監督してまいりました。

（3）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況並びに監査役監査の組織

　当社は監査役制度を採用しております。現在、監査役は総員３名、うち社外監査役は２名であります。また、　

経営管理部内部統制担当には２名を配置して監査役と連携し、日常業務に関する管理監督によって内部統制を実施

しております。

法定の取締役会のほか、毎月、常勤役員会、部門長会議、営業会議、全社ミーティング等を開催し、状況の変化

に応じた迅速な意思決定と全社への浸透、機動的な業務執行を目指しております。
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（4）役員報酬の内容

　取締役及び監査役に対する報酬の内訳は以下のとおりであります。

取締役（支給人員７名）　　　　　　　　　　　38,829千円（うち社外取締役２名　1,440千円）

監査役（支給人員２名）　　　　　　　　　　　 7,640千円（うち社外監査役１名　　720千円）

 

　上記金額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額4,240千円（常勤取締役４名分3,600千円、常

勤監査役１名分640千円の増加）が含まれております。

　また、取締役に対する報酬は年額108,000千円以内、監査役に対する報酬は年額14,000千円以内で支給する旨

株主総会で決議しております。

（5）会計監査の状況

　会計監査は仰星監査法人の監査を受け、適正な会計処理に努めております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、向山典佐氏、池上由香氏の２名及び補助者８名（公認会計士４

名、その他４名）であります。

（6）取締役の定数及び取締役の選任の決議要件

　当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

　当社の取締役の選任の決議要件は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任については、累積投票に

よらない旨定款に定めております。

 

（7）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及びその理由

　機動的な配当政策を遂行できるよう、会社法第454条第５項に規定する中間配当ができる旨定款に定めておりま

す。

 

（8）株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める総会の決議は、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨定款に定めております。

 

（9）優先株式について議決権を有しないこととしている理由

　資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮したためであります。

（10）株式の保有状況

イ.　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数 13銘柄

　貸借対照表計上額の合計額 78,097千円

 

ロ.　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有区分

　㈱北國銀行 111,000 37,296 相互の関係維持のため

 

当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有区分

　㈱北國銀行 111,000 48,285 相互の関係維持のため

 

ハ.　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

9,400 － 9,400 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 前事業年度、当事業年度とも該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 前事業年度、当事業年度とも該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 前事業年度、当事業年度ともに、当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、特

別な方針等は定めておりませんが、監査公認会計士が策定した監査計画に基づいて両者で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は「財務諸表等の用語・様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当事業年度（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第99期事業年度（平成26年３月１日から平成27年

２月28日まで）の財務諸表について、仰星監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保する特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握するために、会計に関する専門機関が実施する社外セミナーや印刷会社が開催する有価証券報告

書等の作成研修へ参加するほか、経理・会計等の専門書の購読により財務諸表等の適正性を確保しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年２月28日)
当事業年度

(平成27年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 57,496 90,066

受取手形 3,546 5,201

売掛金 337,291 ※２ 327,582

商品 818,900 746,780

貯蔵品 15,463 18,943

前払費用 ※２ 66,908 ※２ 56,843

その他 ※２ 26,367 49,126

貸倒引当金 △915 △592

流動資産合計 1,325,058 1,293,951

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 6,681,083 ※１,※６ 6,767,774

減価償却累計額 △4,865,952 △4,953,528

建物（純額） 1,815,131 1,814,245

構築物 32,225 ※６ 34,326

減価償却累計額 △22,181 △23,822

構築物（純額） 10,044 10,504

車両運搬具 2,794 2,794

減価償却累計額 △2,794 △2,794

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 696,347 755,999

減価償却累計額 △565,481 △557,773

工具、器具及び備品（純額） 130,865 198,225

土地 ※１,※３ 3,786,705 ※１,※３ 3,786,705

リース資産 82,228 82,228

減価償却累計額 △46,587 △55,792

リース資産（純額） 35,640 26,436

建設仮勘定 6,189 2,893

有形固定資産合計 5,784,577 5,839,010

無形固定資産   

ソフトウエア 9,525 8,396

電話加入権 1,981 1,981

施設利用権 308 275

無形固定資産合計 11,815 10,653

投資その他の資産   

投資有価証券 67,612 78,097

関係会社株式 12,550 12,550

出資金 2,627 2,627

関係会社出資金 7,595 7,595

差入保証金 27,492 28,671

その他 34,396 63,616

貸倒引当金 △8,090 △8,090

投資その他の資産合計 144,183 185,068

固定資産合計 5,940,576 6,034,732

資産合計 7,265,635 7,328,684
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年２月28日)
当事業年度

(平成27年２月28日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 103,476 166,538

買掛金 ※１ 1,248,223 1,216,227

短期借入金 ※１,※２ 2,614,038 ※１,※２ 2,665,690

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 58,000 ※１ 58,000

リース債務 9,204 9,204

未払金 ※２ 167,975 ※２ 185,955

未払費用 48,643 56,465

未払法人税等 2,724 2,723

未払事業所税 23,729 23,701

商品券 552,935 524,420

賞与引当金 8,965 9,129

ポイント引当金 49,703 47,112

商品券回収損引当金 109,061 101,592

その他 61,837 56,365

流動負債合計 5,058,518 5,123,126

固定負債   

長期借入金 ※１ 121,500 ※１ 63,500

リース債務 26,436 17,231

繰延税金負債 21,111 19,352

再評価に係る繰延税金負債 ※３ 686,759 ※３ 686,759

退職給付引当金 239,514 250,527

役員退職慰労引当金 10,000 14,240

関係会社事業損失引当金 103,442 114,776

資産除去債務 119,724 122,306

その他 34,853 15,280

固定負債合計 1,363,342 1,303,973

負債合計 6,421,861 6,427,100

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △415,515 △368,695

利益剰余金合計 △415,515 △368,695

株主資本合計 △315,515 △268,695

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △20,652 △9,663

土地再評価差額金 ※３ 1,179,942 ※３ 1,179,942

評価・換算差額等合計 1,159,289 1,170,278

純資産合計 843,774 901,583

負債純資産合計 7,265,635 7,328,684
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

当事業年度
(自　平成26年３月１日
　至　平成27年２月28日)

売上高   

総売上高 15,643,449 14,923,650

売上値引及び戻り高 28,017 25,962

売上高合計 15,615,432 14,897,688

売上原価   

商品期首たな卸高 886,538 818,900

当期商品仕入高 12,480,654 11,884,309

合計 13,367,193 12,703,209

商品期末たな卸高 ※１ 818,900 ※１ 746,780

商品売上原価 ※２ 12,548,293 ※２ 11,956,429

売上総利益 3,067,139 2,941,259

営業活動による収益の内訳   

駐車場営業収入 131,499 131,350

不動産賃貸収入 83,340 83,427

その他の収入 73,917 62,473

その他の営業収入 288,757 277,250

営業総利益 3,355,896 3,218,509

販売費及び一般管理費   

販売費及び一般管理費合計 ※３ 3,292,626 ※３ 3,154,203

営業利益 63,270 64,306

営業外収益   

受取利息 106 100

受取配当金 4,722 5,567

経過商品券 50,250 52,613

その他 7,059 10,825

営業外収益合計 62,137 69,105

営業外費用   

支払利息 ※４ 34,771 ※４ 31,391

商品券回収損引当金繰入額 33,607 32,848

その他 1,553 1,536

営業外費用合計 69,932 65,777

経常利益 55,474 67,634

特別利益   

固定資産売却益 ※５ 42 －

工事負担金等受入額 1,685 61,716

補助金収入 － ※７ 200,000

特別利益合計 1,727 261,716

特別損失   

固定資産圧縮損 － ※８ 179,473

固定資産処分損 ※６ 19,309 ※６ 90,251

関係会社事業損失引当金繰入額 8,497 11,334

投資有価証券評価損 － 504

特別損失合計 27,806 281,563

税引前当期純利益 29,395 47,787

法人税、住民税及び事業税 2,727 2,727

法人税等調整額 △1,734 △1,759

法人税等合計 992 967

当期純利益 28,402 46,820
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

       (単位：千円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

 
その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 100,000 △443,918 △443,918 △343,918 △17,211 1,179,942 1,162,730 818,812

当期変動額         

当期純利益  28,402 28,402 28,402    28,402

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

    △3,441 － △3,441 △3,441

当期変動額合計 － 28,402 28,402 28,402 △3,441 － △3,441 24,961

当期末残高 100,000 △415,515 △415,515 △315,515 △20,652 1,179,942 1,159,289 843,774

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

       (単位：千円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

 
その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 100,000 △415,515 △415,515 △315,515 △20,652 1,179,942 1,159,289 843,774

当期変動額         

当期純利益  46,820 46,820 46,820    46,820

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

    10,989 － 10,989 10,989

当期変動額合計 － 46,820 46,820 46,820 10,989 － 10,989 57,809

当期末残高 100,000 △368,695 △368,695 △268,695 △9,663 1,179,942 1,170,278 901,583
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

当事業年度
(自　平成26年３月１日
　至　平成27年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 29,395 47,787

工事負担金等受入額 △1,685 △61,716

補助金収入 － △200,000

固定資産圧縮損 － 179,473

減価償却費 305,560 315,622

ポイント引当金の増減額（△は減少） △876 △2,591

商品券回収損引当金の増減額（△は減少） △7,575 △7,469

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） 8,497 11,334

固定資産処分損益（△は益） 8,134 39,961

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39,328 11,013

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,440 4,240

有形固定資産売却損益（△は益） △42 －

受取利息及び受取配当金 △4,828 △5,667

支払利息 34,771 31,391

売上債権の増減額（△は増加） △26,360 8,053

たな卸資産の増減額（△は増加） 71,181 68,640

前払費用の増減額（△は増加） 3,596 10,058

仕入債務の増減額（△は減少） △47,453 △31,996

未払消費税等の増減額（△は減少） 9,892 △10,271

その他 △35,676 △42,823

小計 301,765 365,040

利息及び配当金の受取額 4,828 5,667

利息の支払額 △35,148 △31,601

法人税等の支払額 △2,727 △2,727

営業活動によるキャッシュ・フロー 268,718 336,380

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △243,943 △501,609

無形固定資産の取得による支出 △7,557 △1,700

有形固定資産の売却による収入 12,763 －

工事負担金等受入による収入 3,690 216,232

その他 196 △179

投資活動によるキャッシュ・フロー △234,850 △287,257

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 35,993 51,652

長期借入金の返済による支出 △58,000 △58,000

リース債務の返済による支出 △14,391 △9,204

財務活動によるキャッシュ・フロー △36,397 △15,552

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,530 33,570

現金及び現金同等物の期首残高 59,026 56,496

現金及び現金同等物の期末残高 56,496 90,066
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

時価のないもの…移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　主に売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品　最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

 (3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．引当金の計上基準

 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えて、将来の支給見込み額のうち当期負担額を計上しております。

（3）ポイント引当金

　ポイント金券の発行に備えるため、当事業年度末におけるポイント残高に対する将来の金券発行見積額の

うち、費用負担となる原価相当額を計上しております。

（4）商品券回収損引当金

　商品券が負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回収

見込額を引当金として計上しております。

（5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法）の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

（6）役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（7）関係会社事業損失引当金

　関係会社の損失発生に備えるため、当事業年度末において関係会社に発生していると見込まれる債務超過

額について、当社負担額を計上しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなります。

６．消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産

前事業年度（平成26年２月28日）

　土地3,117,849千円及び建物1,439,581千円は短期借入金100,000千円、１年以内に返済予定の長期借

入金46,000千円及び長期借入金109,500千円の担保として差し入れてあります。定期預金1,000千円は、

買掛金の担保として差し入れておりますが、当事業年度末における当該担保の対象となる買掛金残高は

ありません。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

　土地3,117,849千円及び建物1,450,846千円は短期借入金100,000千円、１年以内に返済予定の長期借

入金46,000千円及び長期借入金63,500千円の担保として差し入れてあります。

 

※２　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

売掛金 －千円 2千円

前払費用 52,610千円 41,038千円

その他 7千円 －千円

短期借入金 1,297,289千円 1,263,405千円

未払金 21,692千円 15,803千円

 

※３　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び同法律の一部を改正する法律（平

成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、評価差額から税金相当額を控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部にそれぞれ計上しております。

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令第２条第１号に定める方法により算出

再評価を行った年月日…平成13年２月28日

 

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

再評価を行った土地の事業年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額
637,062千円 516,187千円

 

　４　偶発債務

保証債務

　次のとおり銀行借入に対し保証を行っております。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

㈱武蔵開発   

期末保証額 125,739千円 119,605千円

 

　５　配当制限

前事業年度（平成26年２月28日）

　土地再評価差額金は土地の再評価に関する法律第７条の２第１項の規定により配当に充当することが

制限されております。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

　土地再評価差額金は土地の再評価に関する法律第７条の２第１項の規定により配当に充当することが

制限されております。

 

EDINET提出書類

株式会社金沢名鉄丸越百貨店(E03031)

有価証券報告書

27/53



※６　固定資産の圧縮記帳

　固定資産のうち取得原価は下記の金額だけ国庫補助金等の受入のため圧縮記帳されております。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

   

建物 －千円 176,825千円

構築物 －千円 2,647千円

合計 －千円 179,473千円

 

（損益計算書関係）

※１　商品期末たな卸高

　商品期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が反映されて

おります。

前事業年度
（自　平成25年３月１日

　　至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日

　　至　平成27年２月28日）

8,295千円 6,862千円

 

※２　商品たな卸損失

　売上原価に含まれている商品たな卸損失は、次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

8,855千円 2,033千円

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
　　至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日

　　至　平成27年２月28日）

広告宣伝費 528,583千円 478,061千円

給料及び手当 749,200 703,046

退職給付費用 29,723 22,437

賞与引当金繰入額 8,965 9,129

役員退職慰労引当金繰入額 4,060 4,240

水道光熱費 215,180 211,810

減価償却費 305,560 315,622

地代家賃 318,253 319,878

支払手数料 301,805 286,076

貸倒引当金繰入額 △822 △322

ポイント引当金繰入額 49,703 47,112

　当社において一般管理費が占める割合は軽微であり、ほぼ全てが販売費であります。

 

※４　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

支払利息 26,074千円 25,410千円

 

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

土地 42千円 －千円
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※６　固定資産処分損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

建物設備除却損 6,177千円 37,521千円

工具、器具及び備品除却損 1,956 2,439

建設撤去費 11,174 50,290

 

※７　補助金収入

商店街まちづくり事業補助金であり次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

 －千円 200,000千円

 

※８　固定資産圧縮額

法人税法第42条による固定資産圧縮額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

 －千円 179,473千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 15,840 ― ― 15,840

優先株式 10,000 ― ― 10,000

合計 25,840 ― ― 25,840

 

２．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 15,840 ― ― 15,840

優先株式 10,000 ― ― 10,000

合計 25,840 ― ― 25,840

 

２．配当に関する事項

　該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

現金及び預金 57,496千円 90,066千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △1,000 ―

現金及び現金同等物 56,496 90,066
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

　　有形固定資産

建物、器具及び備品であります。

　　無形固定資産

ソフトウエアであります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

 

(3）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前事業年度（平成26年２月28日）

 　取得価額相当額 　減価償却累計相当額 　期末残高相当額

　器具及び備品 21,898千円 21,638千円 260千円

　合計 21,898 21,638 260

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

 　取得価額相当額 　減価償却累計相当額 　期末残高相当額

　器具及び備品 21,898千円 21,898千円 －千円

　合計 21,898 21,898 －

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

(4）未経過リース料期末残高相当額等

 
　前事業年度

（平成26年２月28日）

　当事業年度

（平成27年２月28日）

　１年内 260千円 －千円

　１年超 － －

　合計 260 －

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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(5）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

 

　前事業年度

（自平成25年３月１日

至平成26年２月28日）

　当事業年度

（自平成26年３月１日

至平成27年２月28日）

　支払リース料 　3,128千円 　260千円

　減価償却費相当額 3,128 260

 

 

(6）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

 

 
　前事業年度

（平成26年２月28日）

　当事業年度

（平成27年２月28日）

　１年内 774千円 774千円

　１年超 3,031 2,257

　合計 3,805 3,031
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用について、一時的な余剰資金は短期的な預金等に限定し、資金調達については、主に

関連会社及び銀行等の金融機関からの借入により資金を調達しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、全てが自社管理の売

掛債権及びクレジット債権等であり、短期間で回収されるものであります。投資有価証券は主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、主として３ヶ月以内の支払期日であります。

　短期借入金の使途は主に運転資金であり、長期借入金の使途は主に設備投資資金の調達を目的としてお

ります。長期借入金の一部については金利の変動リスクに晒されております。なお、当社はデリバティブ

取引を行っておりません。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスクの管理

　当社は受取手形及び売掛金について、回収状況及び信用状況を定期的に把握し、金銭債権管理規則に

基づいて残高管理を行っております。

　②市場リスクの管理

　当社では、投資有価証券について、定期的に時価や発行体の財務状況を把握して経営陣に報告すると

ともに、保有状況を継続的に見直しております。また、長期借入金については、必要に応じて固定金利

の長期借入金を調達することで、金利の変動リスクを管理しております。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理

　当社では、予算計画及び設備投資計画に基づき資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定については変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成26年２月28日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 57,496 57,496 －

(2）受取手形 3,546 3,546 －

(3）売掛金 337,291 337,291 －

(4）投資有価証券 37,296 37,296 －

資産計 435,630 435,630 －

(1）支払手形 103,476 103,476 －

(2）買掛金 1,248,223 1,248,223 －

(3）短期借入金 2,614,038 2,614,038 －

(4）長期借入金（1年以内返済予定の長期借

入金を含む）
179,500 182,616 3,116

負債計 4,145,238 4,148,355 3,116
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当事業年度（平成27年２月28日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 90,066 90,066 －

(2）受取手形 5,201 5,201 －

(3）売掛金 327,582 327,582 －

(4）投資有価証券 48,285 48,285 －

資産計 471,135 471,135 －

(1）支払手形 166,538 166,538 －

(2）買掛金 1,216,227 1,216,227 －

(3）短期借入金 2,665,690 2,665,690 －

(4）長期借入金（1年以内返済予定の長期借

入金を含む）
121,500 123,296 1,796

負債計 4,169,956 4,171,753 1,796

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）投資有価証券

　投資有価証券の時価については取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項（有価証券関係）をご参照下さい。

負　債

(1）支払手形、(2）買掛金、(3）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）長期借入金

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行後大き

く異なってないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっておりま

す。固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

非上場株式 30,316 29,812

関係会社株式 12,550 12,550

出資金 2,627 2,627

関係会社出資金 7,595 7,595

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4）投

資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年２月28日）

（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金は全て1年以内に償還される予定であります。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金は全て1年以内に償還される予定であります。

 

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。
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（有価証券関係）

　　１．子会社株式及び関連会社株式

　　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は関連会社株式12,550千円、前事業年度の貸借

対照表計上額は関連会社株式12,550千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。

 

　２．その他有価証券

　　前事業年度（平成26年２月28日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 37,296 57,948 △20,652

小計 37,296 57,948 △20,652

合計 37,296 57,948 △20,652

　（注）非上場株式（貸借対照表計上額30,316千円）については、市場価格が無く、時価を把握する事が極めて困難と認

　　　　められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

　　当事業年度（平成27年２月28日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 48,285 57,948 △9,663

小計 48,285 57,948 △9,663

合計 48,285 57,948 △9,663

　（注）非上場株式（貸借対照表計上額29,812千円）については、市場価格が無く、時価を把握する事が極めて困難と認

　　　　められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

　３．当事業年度中に売却したその他有価証券

　　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当社はデリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の退職一時金制度を設けています。

 

２．退職給付債務及び退職給付費用に関する事項

　　退職給付債務及び退職給付費用の算定にあたっては、退職給付会計に関する実務指針（中間報告）（平成

　　11年９月14日　日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第13号）36③及び39に定める簡便法を採用して

　　おります。なお、会計基準変更時差異については、該当ありません。

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

退職給付債務（千円） 239,514

退職給付費用（千円） 29,723

 

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　記載すべき事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の退職一時金制度を採用しております。当社が有する確定給付型退職一時金制度は、

　簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

　（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 239,514千円

退職給付費用 22,437千円

退職給付の支払額 △11,424千円

退職給付引当金の期末残高 250,527千円

 

　（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の

　　　　調整表

積立型制度の退職給付債務 －千円

年金資産 －千円

 

非積立型制度の退職給付債務 250,527千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 250,527千円

 

退職給付引当金 250,527千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 250,527千円

 

　（３）退職給付費用

簡便法で計上した退職給付費用 22,437千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
 

当事業年度
（平成27年２月28日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 88,346千円 92,169千円

減損損失 423,313  411,118

商品評価損 4,030  3,218

繰越欠損金 189,946  179,509

ポイント引当金 19,677  17,332

商品券回収損引当金 41,276  37,375

関係会社事業損失引当金 38,056  42,226

投資有価証券 14,141  14,327

貸倒引当金否認 2,170  1,915

その他 77,157  74,302

繰延税金資産小計 898,116  873,495

評価性引当額 △898,116  △873,495

繰延税金資産合計 -  －

繰延税金負債    

資産除去費用 21,111  19,352

繰延税金負債合計 21,111  19,352

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
 

当事業年度
（平成27年２月28日）

法定実効税率 39.5％  39.5％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％  0.9％

住民税均等割 9.3％  5.7％

評価性引当額の減少（その他有価証券評価差額

金に係るものを除く）
△53.2％  △29.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.4％  △2.1％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 11.0％  11.0％

繰越欠損金の利用 －％  △21.8％

その他 △1.3％  △1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.4％  2.0％

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日公布され、平成26年４

月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、平成27年

３月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異についての繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用した法定実効税率は、従来の39.59％から36.79％に変更されております。

　この税率変更が財務諸表に与える影響はありません。

 

４．決算日後の法人税等の税率の変更について

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４

月１日以後に開始する事業年度から法人税等の税率が変更となります。

　これに伴い、平成28年３月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異についての繰延税金

資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は変更されます。
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　なお、変更後の法定実効税率を当事業年度末に適用した場合、土地再評価差額金が32,853千円増加し、再

評価に係る繰延税金負債が同額減少いたします。また、繰延税金負債及び法人税等調整額に与える影響は軽

微であります。

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

関係会社に対する投資の金額 12,550千円 12,550千円

持分法を適用した場合の投資の金額 21,868 25,433

持分法を適用した場合の投資損失の金額（△） △4,195 △7,143

（注）　関係会社の債務超過額は「持分法を適用した場合の投資の金額」には反映しておりません。

 

（資産除去債務関係）

１. 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　当社店舗建物に含まれるアスベストの除去義務であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を「石綿障害予防規則」の制定から21年、割引率は1.05～2.17％を採用しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

期首残高 117,132千円 119,724千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 65 －

時の経過による調整額 2,526 2,581

期末残高 119,724 122,306

 

２. 貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

イ　当該資産除去債務の金額を貸借対照表に計上していない旨

　当社が賃借して使用している店舗建物の建物附属設備に係る資産除去債務は貸借対照表に計上しており

ません。

ロ　当該資産除去債務の金額を貸借対照表に計上していない理由

　賃貸借契約を結んでいる店舗

　当社が使用している店舗の一部については、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復費用

等に係る債務を有しておりますが、当社が継続する限り退去する可能性がほとんどないことから資産除去

債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりま

せん。

ハ　当該資産除去債務の概要

　不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

（賃貸等不動産関係）

　前事業年度（平成26年２月28日）

　　当社が貸借対照表に計上している不動産物件について、賃貸している面積は極めて狭く、重要性もないと考

　えられるため記載を省略しております。

 

　当事業年度（平成27年２月28日）

　　当社が貸借対照表に計上している不動産物件について、賃貸している面積は極めて狭く、重要性もないと考

　えられるため記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社の事業は石川県金沢市にのみ店舗を置く百貨店です。当社はこの店舗を中心に一般のお客様を対象

に自社で小売業を営むほか、小売業に関連して主に法人顧客を対象とした店外での外販営業を実施してお

ります。また、店舗の一部を他の小売事業者へ賃貸するほか、駐車場について、自社の施設と外部からの

賃貸借施設を主に自社の顧客へ貸し出す営業を実施しております。

　これらの営業は全て店舗の営業計画に基づき方針が決定され、収支面での関連性が高いことから、取締

役会は区分することなく一体として経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う

対象としております。

　従って、当社の報告セグメントは店舗営業、外販営業など営業形態別に区分することなく百貨店業とい

う単一の報告セグメントとしております。

 

【関連情報】

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが存

在しないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが存

在しないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
名古屋鉄道

㈱

名古屋市

中村区
84,185,525

鉄軌道事

業・土地建

物事業

（被所有）

直接80.0％
役員兼任

借入金の被

保証
155,500 　　－ －

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
名古屋鉄道

㈱

名古屋市

中村区
88,863,525

鉄軌道事

業・土地建

物事業

（被所有）

直接80.0％
役員兼任

借入金の被

保証
109,500 　　－ －

 

（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

金沢スカイ

ビル管理組

合

石川県

金沢市
12,623

ビル管理業

務

（所有）

直接60.1％

役員兼任・

当社建物の

管理

ビル管理業

務
80,972 前払費用 52,610

関連会社 ㈱武蔵開発
石川県

金沢市
50,000

不動産賃貸

業

（所有）

直接25.0％

 

役員兼任・

当社への建

物賃貸

借入金の保

証
125,739 　　－ －

保証料の受

取
693 　　－ －

関連会社

㈱めいてつ

カスタマー

サービス

名古屋市

中村区
50,000

割賦販売法

による前払

式特定取引

業、クレ

ジット取扱

業務

（所有）

直接21.0％

役員兼任・

前払式特定

取引等

資金の借入 1,345,333 短期借入金 1,297,289

利息の支払 26,074 　　－ －
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当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

金沢スカイ

ビル管理組

合

石川県

金沢市
12,623

ビル管理業

務

（所有）

直接60.1％

役員兼任・

当社建物の

管理

ビル管理業

務
82,270 前払費用 41,038

関連会社 ㈱武蔵開発
石川県

金沢市
50,000

不動産賃貸

業

（所有）

直接25.0％

 

役員兼任・

当社への建

物賃貸

借入金の保

証
119,605 　　－ －

保証料の受

取
557 　　－ －

関連会社

㈱めいてつ

カスタマー

サービス

名古屋市

中村区
50,000

割賦販売法

による前払

式特定取引

業、クレ

ジット取扱

業務

（所有）

直接21.0％

役員兼任・

前払式特定

取引等

資金の借入 1,225,356 短期借入金 1,263,405

利息の支払 25,410 　　－ －

 

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱名鉄マネ

シメント

サービス

名古屋

市　中村

区

100,000

ファイナン

ス・シェ

アードサー

ビス

　　―

役員兼任・

資金の借

入、支払代

行

資金の借入 8,622,090 短期借入金 1,216,749

利息の支払 4,718 未払費用 452

 

当事業年度（自　平成26年３月１日　至　平成27年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱名鉄マネ

シメント

サービス

名古屋

市　中村

区

100,000

ファイナン

ス・シェ

アードサー

ビス

　　―

役員兼任・

資金の借

入、支払代

行

資金の借入 7,122,098 短期借入金 1,202,285

利息の支払 2,793 未払費用 303

（注）１．上記(ア）～(ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）名古屋鉄道㈱は、当社の借入金の一部に対して債務保証をしておりますが、当社は債務保証料等を支

払っておりません。

(2）ビル管理業務の費用については金沢スカイビル管理組合総会にて維持管理費を総合的に勘案して決定し

ております。

(3）当社は、㈱武蔵開発の借入金の一部に対して債務保証をしており、借入金利率の10％を目安に債務保証

料を徴収しております。

(4）資金の借入条件については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は提供して

おりません。

(5）当社は㈱めいてつカスタマーサービス金沢営業所において見込まれる損失額について、㈱名鉄百貨店及

び㈱めいてつカスタマーサービスとの間に株主間契約を結び当社負担としていることから、114,776千

円の関係会社事業損失引当金を計上しております。また当期の繰入額は11,334千円であります。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

名古屋鉄道㈱　　（東京及び名古屋証券取引所に上場）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当事業年度において、重要な関連会社は㈱武蔵開発並びに㈱めいてつカスタマーサービスであります。

「　関連当事者情報　１.関連当事者との取引の欄外注記２.　（5）」にも記載のとおり、㈱めいてつカ

スタマーサービス金沢営業所において見込まれる損失額について関係会社事業損失引当金を計上している

ため、当該会社の要約財務諸表については金沢営業所についてのみ記載しております。

 

（単位：千円）

 
㈱武蔵開発

㈱めいてつカスタマーサービス

金沢営業所

前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度

流動資産合計 20,515 18,657 1,328,242 1,307,264

固定資産合計 581,467 560,618 23,095 22,955

     

流動負債合計 496,635 453,509 1,454,779 1,444,994

固定負債合計 17,872 24,031 － －

     

純資産合計 87,473 101,735 △103,441 △114,775

     

売上高 128,400 128,400 101,254 97,283

税引前当期純利益金額

又は税引前当期純損失金額

（△）

17,386 18,538 △5,897 △10,827

当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）
17,204 16,761 △8,497 △11,334
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

当事業年度
（自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日）

 
１株当たり純資産額 △72.99円

１株当たり当期純利益金額  1.09円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
0.50円

 

 
１株当たり純資産額 △69.34円

１株当たり当期純利益金額  1.81円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
0.83円

 
 

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

当事業年度
(自　平成26年３月１日
至　平成27年２月28日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 28,402 46,820

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 28,402 46,820

期中平均株式数（千株） 25,840 25,840

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 30,000 30,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要

－ －

 

（注）優先株式は配当について優先権を持たず、残余財産分配については優先権を持つ株式であります。このような

株式は普通株式に該当するため、期中平均株式の算定に含めております。

　また、１株当たり純資産の算定にあたっては、残余財産分配について優先権を持つため優先株式に係る払込金

額を純資産から控除して１株当たり純資産額を算定しております。
 
 　　　　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度末

(平成26年２月28日）
当事業年度末

(平成27年２月28日）

純資産の部の合計額（千円） 843,774 901,583

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
2,000,000 2,000,000

（うち優先株式払込金額）（千円）  （2,000,000）  （2,000,000）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） △1,156,225 △1,098,416

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
15,840 15,840

 

【重要な後発事象】

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（㈱）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱北國銀行 111,000 48,285

北陸朝日放送㈱ 300 15,000

北陸名鉄開発㈱ 120 6,000

㈱石川テレビ放送 5,000 2,500

㈱メイテツコム 4,000 2,000

北陸放送㈱ 3,000 1,500

㈱金沢商業活性化センター 20 1,000

㈱ネスク 10 500

石川ミリオンスターズ 20 495

北陸観光開発㈱ 6 411

㈱ＫＣＳ 5 250

石川県酒業会館 68 104

のと鉄道㈱ 2 51

小計 123,551 78,097

計 123,551 78,097
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高

（千円）

有形固定資産        

建物 6,681,083 279,390 192,700 6,767,774 4,953,528 242,754 1,814,245

構築物 32,225 2,100 － 34,326 23,822 1,641 10,504

車両運搬具 2,794 － － 2,794 2,794 － 0

工具、器具及び備品 696,347 126,367 66,715 755,999 557,773 56,567 198,225

土地
3,786,705

（1,866,702）
－ －

3,786,705

（1,866,702）
－ － 3,786,705

リース資産 82,228 － － 82,228 55,792 9,204 26,436

建設仮勘定 6,189 16,265 19,561 2,893 － － 2,893

　有形固定資産合計 11,287,575 424,124 278,977 11,432,722 5,593,712 310,168 5,839,010

無形固定資産        

電話加入権 1,981 － － 1,981 － － 1,981

施設利用権 31,378 － － 31,378 31,103 33 275

ソフトウエア 29,663 2,240 － 31,903 23,507 3,369 8,396

リース資産 3,550 － － 3,550 3,550 － －

　無形固定資産計 66,573 2,240 － 68,813 58,160 3,402 10,653

　長期前払費用 24,222 36,025 － 60,248 13,283 6,221 46,964

　（注）１．建物、構築物、工具、器具及び備品の増加は、黒門小路の新設及び化粧品、婦人服、子供服、食品売場の改

装並びに店内設備の整備によるものであります。

２．建物ならびに工具、器具及び備品の減少の主な理由は、売場の改装による除却であります。

３．ソフトウェアの増加は消費税率変更に係るシステムの設備更新等によるものです。

４．国庫補助金等による圧縮額は179,473千円（建物176,825千円、構築物2,647千円）であり、当期増加額から

控除しております。

５.「当期首残高」、「当期末残高」欄の(　)内は内書きで、土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34

号）により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,614,038 2,665,690 1.001 －

１年以内に返済予定の長期借入金 58,000 58,000 1.402 －

１年以内に返済予定のリース債務 9,204 9,204 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 121,500 63,500 1.375 　平成29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 26,436 17,231 － 　平成29年～30年

計 2,829,179 2,813,627 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度に配分し

ているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の決算日後５年以内における返済予定額は

次のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 46,000 17,500 － －

リース債務 9,204 5,121 2,905 －

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 9,005 258 － 580 8,682

賞与引当金 8,965 9,129 8,965 － 9,129

ポイント引当金 49,703 47,112 49,703 － 47,112

商品券回収損引当金 109,061 32,848 40,317 － 101,592

役員退職慰労引当金 10,000 4,240 － － 14,240

関係会社事業損失引当金 103,442 11,334 － － 114,776

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権に係る貸倒実績率による洗替額及び個別引当に係る当期不要

　　　　分であります。

 

【資産除去債務明細表】

区分

 
当期首残高

（千円）

 
当期増加額

（千円）

 
当期減少額

（千円）

 
当期末残高

（千円）

　石綿障害予防規則に基づくもの 119,724 2,581 － 122,306
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 88,415

預金の種類  

当座預金 276

普通預金 1,374

定期預金 －

計 1,650

合計 90,066

 

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱金太 1,637

㈱辻さく 1,348

㈱ヨシカワ 599

丸文通商㈱ 452

㈱横山商会 432

その他 730

合計 5,201

 

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成27年３月　　満期 1,801

27年４月　　 〃 599

27年５月　　 〃 2,480

27年６月以降 〃 320

合計 5,201
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３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

得意先売掛金 114,989

クレディセゾン 112,337

他店発行自社回収全国共通商品券 16,663

ＶＩＳＡ 15,373

ＪＣＢ 13,985

その他 54,233

合計 327,582

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

337,291 8,139,150 8,148,859 327,582 96.1 14.9

　（注）１．消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

２．売掛金の回収高には、受取手形・商品券等によるものを含んでおります。

４）商品

品名 金額（千円）

衣料品 255,671

身回り品 198,552

雑貨 143,476

家庭用品 105,729

食料品 40,523

その他 2,827

合計 746,780

 

５）貯蔵品

品名 金額（千円）

包装紙等販売用消耗品 8,065

事務用品 1,193

販売用金券 5,355

その他 4,328

合計 18,943
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②　負債の部

１）支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱日展 66,297

㈱電通西日本 31,491

㈱北鉄航空 26,456

㈱山越 13,523

吉忠マネキン㈱ 6,388

その他 22,381

合計 166,538

 

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成27年３月　　満期 22,247

27年４月　　 〃 92,891

27年５月　　 〃 51,399

合計 166,538

 

２）買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱レナウン 32,675

㈱ミワ 30,697

イトキン㈱ 28,815

㈱アンデルセン 26,341

㈱東京ますいわ屋 26,230

その他 1,071,467

合計 1,216,227

 

３）商品券

商品券の発行高、回収高及び期末残高は次のとおりです。

 当期首残高（千円） 当期発生高（千円） 当期回収高（千円） 当期末残高（千円）

金額 552,935 583,079 611,594 524,420

 

４）土地再評価に係る繰延税金負債

土地再評価による評価差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,866,702千円

上記のうち税金相当額（実効税率36.79％）　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　686,759千円

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
１株券　10株券　50株券　100株券　500株券　1,000株券　5,000株券　

10,000株券

剰余金の配当の基準日 ８月31日、２月末日

１単元の株式数 ―――

株式の名義書換え  

取扱場所
石川県金沢市武蔵町15番１号

株式会社金沢名鉄丸越百貨店総務人事部総務担当

株主名簿管理人
石川県金沢市武蔵町15番１号

株式会社金沢名鉄丸越百貨店総務人事部総務担当

取次所 株式会社金沢名鉄丸越百貨店　９階総務人事部総務担当

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 汚損、毀損及び分割の場合１枚につき200円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法 石川県金沢市で発行される北國新聞に掲載する方法による。

株主に対する特典 500株以上の株主に対し買物歩引の特典を行っております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第98期）（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）平成26年５月21日北陸財務局長に提出

(2）半期報告書

（第99期中）（自　平成26年３月１日　至　平成26年８月31日）平成26年11月20日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成27年５月20日  

株式会社金沢名鉄丸越百貨店    

 

 取締役会　御中  

 

 仰星監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 向山　典佐　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 池上　由香　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金沢名鉄丸越百貨店の平成２６年３月１日から平成２７年２月２８日までの第９９期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他

の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

金沢名鉄丸越百貨店の平成２７年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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